
方針 お客さまに信頼される資産運用8

資産運用の基本理念

安定的な資産運用・高い健全性

脱炭素社会の実現 生物多様性の保全 ソーシャル（人権等）

■資産構成の推移（一般勘定） ■基礎利益・利差益の推移

■公社債　■株式　■外国証券　
■貸付金　■不動産　■現預金・その他
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■資産全体の含み損益の状況(一般勘定)

6兆2,179億円

用語解説
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一般勘定資産 : 43兆6,718億円

一般勘定資産 : 46兆8,232億円

一般勘定資産 : 43兆4,710億円

生命保険会社の資産運用は、お客さまからお預かりした保険料を原資としており、長期安定運用
を使命としています。そのため、当社では、「ＡＬＭの考え方に基づき、良好な運用成果を長期にわ
たり安定的に確保する資産運用をめざすとともに、高度なリスク管理による資産健全性の維持・向
上を図ること」を基本理念としています。

責任投資に関する基本的な考え方

当社は、「確かな安心を、いつまでも」という経営理念のもと、ご契約者へ還元するための収益性
を確保しつつ、責任ある機関投資家として、ESG投融資やスチュワードシップ活動等の責任投資
を通じ、持続可能で希望に満ちた豊かな社会づくりをめざしています。
責任投資の推進にあたっては、「ステークホルダーへの影響度」「事業との関連性」をふまえて、5
つの重要取組テーマを設定し、重点的に取り組んでいます。

ESG投融資の推進

2021‐2023年度は5つの重要取組テーマを中心にESG投融資を推進し、目標額である8,000
億円を上回る約1兆円を実行しました。具体例としては、健康増進を目的としたスポーツ施設建設
のための「スポーツボンド」や医療体制の改善等に役立てられる「健活ボンド（商標登録済）」、す
べての人が共に学べるインクルーシブ教育等の推進を目的とした「エデュケーション・ボンド」など
に投資しました。また、ウェルネス領域にかかる社会課題解決をめざすスタートアップ等を投資対
象とするウェルネスファンドなど、社会や環境に対してポジティブなインパクトを創出することを意
図するインパクトファイナンスにも取り組んでいます（約600億円）。
今後は、資産運用を通じて創出される社会的インパクトの計測を高度化するなど、投融資の効果
にも着目し、よりいっそう持続可能な社会の実現への貢献をめざします。

公社債が全体の約4割を占める等、長期・安定的な資産運用を
実施しています。

不安定な市場環境のなか、安定的な
資産運用収益を確保しています。

「含み損益」とは、保有している資産の時価と帳簿価額との差額を指し、
保険会社の企業体力をあらわすものの一つです。当社は、2024年3月末
において、6兆円を上回る含み益を確保しています。

【ＡＬＭ（アセット・ライアビリティ・マネジメント）】資産と負債の総合的な管理の略称。ＡＬＭの基本
的な役割は、保険契約に基づく保険金・給付金等（保険会社にとっての負債）の特性に応じた資産
運用を行なうこと、また資産運用の環境を商品設計・販売戦略等に適切に反映させていくこと

【利差益】保険料算定時に想定した利益に基づく予定運用収益と実際の運用収益との差額のこと

健康寿命の延伸（ヘルスケア＆ウェルネス） 地方創生の推進

用語解説

【ＥＳＧ投融資】環境・社会・ガバナンス（企業統治）の3つの観点から企業の将来性や持続性を
分析・評価し、社会的課題の解決と長期安定的な運用収益の確保を実現する投融資のこと
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●責任投資における重要取組テーマ

将来にわたり保険金・給付金等を確実にお支払いするため、高い健全性を維持しつつ、安定した資産運用収益の確保に努めています。
また、責任ある機関投資家として、持続可能で希望に満ちた豊かな社会づくりに向け、ESG投融資やスチュワードシップ活動等の責任投資を推進しています。
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用語解説
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スチュワードシップ活動の推進

社会的な要請をふまえた議決権行使基準の見直しや開示内容の拡充、企業との対話テーマの設
定等にくわえ、国内外のイニシアティブへの積極的な参画や（株）SDGインパクトジャパンとの協
業等を通じて外部の知見を吸収するなど、スチュワードシップ活動の量の拡大および質の向上に
取り組んでいます。

責任投資を通じた、脱炭素社会実現への貢献

外部評価

ESG投融資やスチュワードシップ活動（対話活動等）による投融資先企業の後押しなどを通
じて、2030年度に投融資ポートフォリオのCO₂排出量を50％削減、2050年度のカーボン
ニュートラル実現をめざしています。

【脱炭素社会実現への貢献】
投融資ポートフォリオのCO₂排出量削減目標(※):2030年度▲50％、2050年度▲100％

①ESG投融資
・グリーンボンド
・トランジション・
　ファイナンス

※2013年度対比

■当社投融資ポートフォリオのCO₂ 排出量見込み
　（単位: 千t-CO₂）
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②対話活動
・CO₂ 排出量削減目標の
　ロードマップの確認
・気候変動の財務への
　影響

■PRI年次評価結果
　（評価期間：2022年1～12月）

■環境省主催「ESGファイナンス・アワード・ジャパン」
   投資家部門（アセットオーナー）2年連続受賞

ポリシー・ガバナンス・戦略
★★★★★（最高評価の5つ星）
報告書の信頼醸成措置
★★★★★（最高評価の5つ星）

■スチュワードシップ活動の高度化に向けた取組み
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【スチュワードシップ活動】受託者責任をふまえ、機関投資家が議決権行使や目的を持った対話（エン
ゲージメント）などを通じて、投資先企業の企業価値向上や持続的な成長を促すことにより、顧客（受益者）
の中長期的な投資リターンの拡大を図る活動

●重要取組テーマに「健康寿命の延伸」、
　「地方創生の推進」を追加

●重要取組テーマに「生物多様性」、「ソーシャル」
　を追加
●SDGインパクトジャパン社との対話ノウハウ
　共有によるスチュワードシップ活動の高度化
●議決権行使基準の見直し

●環境や社会にかかる対話の対象企業を拡大

●責任投資専門部署である「責任投資推進室」を設置
●ジャパン・スチュワードシップ・イニシアティブに署名
●社債権者として国内社債の発行体との対話を開始

●国連責任投資原則に署名、 気候関連財務情報開示タスクフォースの提言に賛同
●議決権行使結果の四半期ごとの開示、反対理由の開示を開始

●議決権行使結果の個別開示を開始
●スチュワードシップ・ミーティング(社外コンサルティングを受ける仕組み)を開始

●日本版スチュワードシップ・コード受け入れを表明
●「スチュワードシップ責任を果たすための方針」（当社方針）を策定・公表

評価対象の2項目で最高評価の
「５つ星」を獲得しました。

脱炭素や生物多様性、地方創生など多様な観点での取組み
を実践していること等が評価されました。
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